
  

２０１５年１１月１８日 

平成２７年度 上半期業績のお知らせ 

ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループの三井住友海上プライマリー生命保険株式会社（社長：北川鉄夫）

の平成 27年度上半期（平成 27年４月１日～平成 27年９月 30日）業績についてお知らせします。 

【収入保険料】 

外貨建て定額終身保険の販売好調や積極的な新商品の発売等により、上半期の収入保険料は、過去最高と

なる 6,505 億円となりました。（グラフ１参照） 

【契約および総資産の状況】 

保有契約件数は前年度末比 12.0％増の 676千件、保有契約高は前年度末比 1.0％増の 4兆 4,640億円と 

なりました。（グラフ２参照）また、総資産は 4兆 6,674億円となりました。 

【損益の状況】 

好調な販売によって代理店手数料等が増加する中でも効率的な業務運営に努めたほか、主要通貨の金利上

昇に伴う外貨建て定額終身保険の責任準備金積立負担の減少等により、中間純利益（税引後）は 211億円

となりました。 

【健全性の状況】 

ソルベンシー・マージン比率は 1,054.5％となり、十分な支払余力を維持しています。また、実質純資産

額は前年度末から 8.3％増加し 4,485 億円となりました。 

なお、格付会社からは引き続き高い格付けを取得しています。（平成 27年 11月 18日現在） 
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格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）           保険金支払能力格付け  ＡＡ－ 

（グラフ１） （グラフ２） 

以 上 



平成２７年１１月１８日 

三井住友海上プライマリー生命保険株式会社 

 

 

 

 

 

 

三井住友海上プライマリー生命保険株式会社（社長 北川 鉄夫）の平成２７年度第２四半期 

（上半期、平成２７年４月１日～平成２７年９月３０日）の業績は添付のとおりです。 
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１．主要業績

（１）保有契約高及び新契約高

     ・保有契約高 （単位：千件、億円、％）

件　数 金　額

前年度 前年度

末比 末比

個 人 保 険 264 15,489 346 130.6 18,768 121.2

個人年金保険 339 28,721 330 97.4 25,872 90.1

団 体 保 険 ─ - ─ ─ - -

団体年金保険 ─ - ─ ─ - -

（注）個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時におけ

　　　る年金原資（ただし、個人変額年金保険については保険料積立金）と年

　　　金支払開始後契約の責任準備金を合計したものです。

     ・新契約高 　（単位：千件、億円、％）

件 数

転換による 前年 前年 転換による

純増加 同期比 同期比 純増加

個 人 保 険 74 4,029 4,029 - 98 131.3 5,315 131.9 5,315 -

個人年金保険 14 816 816 - 16 113.6 933 114.3 933 -

団 体 保 険 ― - - ― ― ─ - - - ―

団体年金保険 ― - - ― ― ─ - - - ―

（注）個人年金保険の金額は年金支払開始時における年金原資（ただし、個人変額年金保険については契約時の保険料

　　　積立金）です。

区　　分

新契約新契約

平成２６年度

第２四半期（上半期）

平成２７年度

第２四半期（上半期）

金　額 件 数 金　額

区　　分

平成２６年度末
平成２７年度

第２四半期（上半期）末

件　数 金　額
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（２）年換算保険料

     ・保有契約 （単位：百万円、％）

平成２７年度

第２四半期 前年度

（上半期）末 末比

101,442 122,921 121.2

350,071 335,204 95.8

451,514 458,126 101.5

うち医 療保 障・

生前給 付保 障等

     ・新契約 （単位：百万円、％）

前年

同期比

26,585 35,729 134.4

61,017 59,786 98.0

87,603 95,515 109.0

うち医 療保 障・

生前給 付保 障等

（注）１．年換算保険料とは、1回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数

　　　　　を乗じ、1年あたりの保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保

　　　　　険期間で除した金額）。

　　　２．「医療保障・生前給付保障等」については、医療保障給付（入院給付、手術給

　　　　　付等）、生前給付保障給付（特定疾病給付、介護給付等）、保険料払込免除給

　　　　　付（障害を事由とするものは除く。特定疾病罹患、介護等を事由とするものを

　　　　　含む）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。

71.3

                  -                   -                   -

合 計

個 人 保 険

個 人 年 金 保 険

合 計

個 人 保 険

個 人 年 金 保 険

区　　分

106

平成２６年度末

平成２７年度
第２四半期（上半期）

区　　分
平成２６年度

第２四半期（上半期）

75

 
 

（３）主要収支項目　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円、％）

前年

同期比

保 険 料 等 収 入 498,975 650,876 130.4

資 産 運 用 収 益 207,598 28,019 13.5

保 険 金 等 支 払 金 303,687 394,097 129.8

資 産 運 用 費 用 3,954 225,254 5,696.7

（４）総資産　　　　　　　　　　　　　　　　 　 （単位：百万円、％）

前年度

末比

総 資 産 4,662,032 4,667,462 100.1

区　　分

区　　分 平成２６年度末

平成２６年度
第２四半期（上半期）

平成２７年度
第２四半期（上半期）

平成２７年度
第２四半期

（上半期）末
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２．一般勘定資産の運用状況 

 

（１）運用環境 

 

平成２７年９月３０日現在の主要指標及び前決算期末との比較は以下のとおりです。 

 

国内株式市場： 日経平均株価 17,388.15 円 (前決算期末比△ 9.47%) 

 
TOPIX配当込み 1,964.62 

 
(前決算期末比△ 7.69%) 

国内債券市場： 日本 10 年国債利回り 0.350 ％ (前決算期末  0.400%) 

外国株式市場： MSCIコクサイ 

(現地通貨ベース) 6,681.75 

 

(前決算期末比△ 7.98%) 

外国債券市場： 米国 10 年国債利回り 2.038 ％ (前決算期末  1.924%) 

外国為替市場： 円／米ドル 119.96 円 (前決算期末比△ 0.17%) 

 
円／ユーロ 134.97 円 (前決算期末比+ 3.57%) 

 
円／豪ドル 84.06 円 (前決算期末比△ 8.69%) 

 
円／ＮＺドル 76.43 円 (前決算期末比△15.31%) 

 

   

（２）当社の運用方針 

 

当社一般勘定資産におきましては、安全性と中長期的な安定収益の確保を基本方針とし、

債券を中心とした運用を行っております。邦貨建及び外貨建の定額商品の運用に関しまし

ては、ALM（資産負債総合管理）の観点から、為替リスク・金利リスク・信用リスク等に十

分留意した上で内外債券等への投資を行っております。 

  

 
（３）運用実績の概況 
 
 平成２７年９月末における一般勘定資産残高は 2 兆 1,842 億円となり、前年度末比 1,354
億円の増加となりました。 
 うち外貨建資産は、外貨建終身保険の販売が好調だったものの、主に豪ドル為替が円高

となったことを受け、前年度末比 812 億円減少し、残高は 1 兆 5,556 億円となっておりま

す。 
 また、平成２７年度上半期の資産運用収益は 28,019 百万円、資産運用費用は 129,704 百

万円となりました。 
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３．資産運用の実績（一般勘定）

（１）資産の構成

（単位：百万円、％）

金　額 占　率 金　額 占　率

149,859 7.3 169,265 7.7

-           - -           -

-           - -           -

-           - 39,994         1.8

-           - -           -

526,168 25.7 700,455 32.1

1,236,650 60.4 1,174,157 53.8

109,544 5.3 121,945 5.6

-           - -           -

1,127,103 55.0 1,047,209 47.9

公 社 債 1,127,103 55.0 1,047,209 47.9

株 式 等 -           - -           -

2 0.0 5,002 0.2

487 0.0 8,829 0.4

303 0.0 286 0.0

29,961 1.5 31,355 1.4

105,419 5.1 59,950 2.7

-           - -           -

2,048,850 100.0 2,184,294 100.0

1,636,844 79.9 1,555,643 71.2

（注）不動産については有形固定資産のうち建物の金額を計上しております。

そ の 他

貸 倒 引 当 金

合 計

う ち 外 貨 建 資 産

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

貸 付 金

不 動 産

繰 延 税 金 資 産

債券貸借取引支払保証金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

公 社 債

区　　　分
平成２６年度末

平成２７年度

第２四半期（上半期）末

現 預 金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ

買 現 先 勘 定

 
（２）資産の増減

（単位：百万円）

平成２６年度 平成２７年度

第２四半期（上半期） 第２四半期（上半期）

76,147 19,406

- -

- -

- 39,994

- -

△ 32,760 174,287

276,633 △ 62,493

△ 37,335 12,400

- -

313,968 △ 79,893

公 社 債 313,968 △ 79,893

株 式 等 - -

0 4,999

△ 11 8,342

△ 34 △ 17

2,916 1,394

△ 9,983 △ 45,468

- -

312,906 135,444

290,543 △ 81,200

（注）不動産については有形固定資産のうち建物の金額を計上しております。

う ち 外 貨 建 資 産

貸 付 金

不 動 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

合 計

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

公 社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

区　　　分

現 預 金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ

買 現 先 勘 定

債券貸借取引支払保証金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券
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（３）資産運用収益

（単位：百万円）

平成２６年度 平成２７年度

第２四半期（上半期） 第２四半期（上半期）

18,831 22,320

預 貯 金 利 息 48 29

有価証券 利息 ・配 当金 18,652 22,107

貸 付 金 利 息 4 6

不 動 産 賃 貸 料 - -

そ の 他 利 息 配 当 金 125 177

- -

41,730 -

- -

1,584 5,698

国 債 等 債 券 売 却 益 0 -

株 式 等 売 却 益 - -

外 国 証 券 売 却 益 1,584 5,698

そ の 他 - -

- -

- -

- -

- -

- -

62,147 28,019

区　　　分

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

商 品 有 価 証 券 運 用 益

金 銭 の 信 託 運 用 益

売買目的有価証券運用益

有 価 証 券 売 却 益

有 価 証 券 償 還 益

金 融 派 生 商 品 収 益

為 替 差 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

そ の 他 運 用 収 益

合　　　　　計

 
（４）資産運用費用

（単位：百万円）

平成２６年度 平成２７年度

第２四半期（上半期） 第２四半期（上半期）

0 0

- -

- 44,044

- -

- 342

国 債 等 債 券 売 却 損 - -

株 式 等 売 却 損 - -

外 国 証 券 売 却 損 - 342

そ の 他 - -

- -

国 債 等 債 券 評 価 損 - -

株 式 等 評 価 損 - -

外 国 証 券 評 価 損 - -

そ の 他 - -

- 0

165 3

3,649 85,211

- -

- -

- -

138 102

3,954 129,704

為 替 差 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

貸 付 金 償 却

賃貸用不動産等減価償却費

そ の 他 運 用 費 用

合　　　　　計

区　　　分

支 払 利 息

商 品 有 価 証 券 運 用 損

金 銭 の 信 託 運 用 損

売買目的有 価証 券運 用損

有 価 証 券 売 却 損

有 価 証 券 評 価 損

有 価 証 券 償 還 損

金 融 派 生 商 品 費 用
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（５）売買目的有価証券の評価損益

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた評価損益 貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた評価損益

売買目的有価証券 492,646 24,926 645,794 △ 48,853

（注）本表には、金銭の信託等の売買目的有価証券を含んでいます。

区　　分
平成２６年度末

平成２７年度

第２四半期（上半期）末

 

 
 
 

（６）有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの）

（単位：百万円）

差益 差損 差益 差損

        -         -         -         -         -         -         -         -         -         -

932,316 1,031,924 99,608    99,693 △ 84 870,903 930,310 59,407    60,499 △ 1,092

        -         -         -         -         -         -         -         -         -         -

322,454 337,855 15,401 15,431 △ 30 387,594 397,909 10,315 10,554 △ 239

107,979 109,544 1,564 1,590 △ 25 120,160 121,945 1,784 1,802 △ 18

        -         -         -         -         -         -         -         -         -         -

  181,574   194,787    13,212    13,216 △ 4   168,950   176,306     7,356     7,577 △ 221

公 社 債   181,574   194,787    13,212    13,216 △ 4   168,950   176,306     7,356     7,577 △ 221

株 式 等         -         -         -         -         -         -         -         -         -         -

1 2 1 1         - 5,001 5,002 1 1         -

        -         -         -         -         -    39,994    39,994         -         -         -

        -         -         -         -         -         -         -         -         -         -

   32,899    33,521       622       622         -    53,488    54,661     1,172     1,172         -

1,254,770 1,369,780 115,009 115,124 △ 115 1,258,498 1,328,220 69,722 71,054 △ 1,332

107,979 109,544 1,564 1,590 △ 25 120,160 121,945 1,784 1,802 △ 18

        -         -         -         -         -         -         -         -         -         -

1,113,890 1,226,711 112,820   112,910 △ 89 1,039,853 1,106,617 66,763    68,077 △ 1,313

1,113,890 1,226,711 112,820   112,910 △ 89 1,039,853 1,106,617 66,763    68,077 △ 1,313

        -         -         -         -         -         -         -         -         -         -

1 2 1 1         - 5,001 5,002 1 1         -

        -         -         -         -         -    39,994    39,994         -         -         -

        -         -         -         -         -         -         -         -         -         -

32,899 33,521 622       622         - 53,488 54,661 1,172     1,172         -

（注）１．本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含んでいます。

　　　２．金銭の信託のうち売買目的有価証券以外のものを含み、その帳簿価額、差損益は、それぞれ、平成２６年度末は32,899百万円、622百万円、

　　　　　平成２７年度第２四半期末は53,488百万円、1,172百万円です。

　　　なお、時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は保有しておりません。

区　　　分

平成２６年度末

満 期 保 有 目 的 の 債 券

責 任 準 備 金 対 応 債 券

そ の 他 の 証 券

買 入 金 銭 債 権

譲 渡 性 預 金

第２四半期（上半期）末

帳簿価額 時価
差損益

帳簿価額 時価
差損益

買 入 金 銭 債 権

譲 渡 性 預 金

そ の 他

そ の 他 の 証 券

子会社・関連会社株式

そ の 他 有 価 証 券

公 社 債

株 式

外 国 証 券

平成２７年度

株 式

外 国 証 券

公 社 債

株 式 等

そ の 他

合 計

公 社 債
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（７）金銭の信託の時価情報 （単位：百万円）

貸借対照表 貸借対照表

計上額 差益 差損 計上額 差益 差損

金 銭 の 信 託 526,168 526,168        -        -        - 700,455 700,455        -        -        -

     ・運用目的の金銭の信託 （単位：百万円）

運 用 目 的 の

金 銭 の 信 託

     ・満期保有目的、責任準備金対応、その他の金銭の信託 （単位：百万円）

差益 差損 差益 差損

満 期 保 有 目 的 の

金 銭 の 信 託

責任準備金対 応の

金 銭 の 信 託

そ の 他 の

金 銭 の 信 託
   1,172    1,172        -

平成２６年度末 平成２７年度第２四半期（上半期）末

貸 借 対 照 表 計 上 額
当期の損益に含まれた

評    価    損    益
貸 借 対 照 表 計 上 額

当期の損益に含まれた

       -        -        -

  32,899   33,521      622      622        -   53,488   54,661

492,646

       -        -

       -        -        -        -        -        -        -

区　　分

区　　分

平成２６年度末 平成２７年度第２四半期（上半期）末

時　価
差損益

時　価
差損益

評    価    損    益

       -

区　　分

平成２６年度末 平成２７年度第２四半期（上半期）末

帳簿価額 時　価
差損益

帳簿価額 時　価
差損益

24,926 645,794 △ 48,853

       -        -       -        -        -        -        -
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４．中間貸借対照表

（単位：百万円）

平成２６年度末 平成２７年度

要約貸借対照表 中間会計期間末

（平成２７年３月３１日現在） （平成２７年９月３０日現在）

金　額 金　額

23,623 96,463

129,694 76,196

- 39,994

526,168 700,455

3,852,767 3,658,926

（うち ） （ 59,500 ） （ 61,453 ）

（うち ） （ 11,965 ） （ 18,395 ）

（うち ） （ 38,078 ） （ 42,095 ）

（うち ） （ 1,127,103 ） （ 1,047,209 ）

487 8,829

487 423

- 8,406

839 750

4,558 4,844

111 61

93,820 49,584

93,820 49,584

29,961 31,355

4,662,032 4,667,462

4,463,755 4,443,728

9,968 8,103

4,453,787 4,435,624

6,914 9,053

2,973 2,977

36,774 43,955

714 1,456

540 460

127 128

35,391 41,908

41,766 42,567

4,552,185 4,542,282

41,060 41,060

24,735 24,735

24,735 24,735

33,094 52,045

399 839

32,694 51,205

32,694 51,205

98,889 117,840

10,957 7,339

10,957 7,339

109,847 125,180

4,662,032 4,667,462

一 般 貸 付

買 入 金 銭 債 権

（　資　産　の　部　）

（　負　債　の　部　）

国 債

地 方 債

外 国 証 券

資 産 の 部 合 計

　　　　　　　　　　　　期　別

　

科　目

現 金 及 び 預 貯 金

コ ー ル ロ ー ン

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 付 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

そ の 他 資 産

繰 延 税 金 資 産

未 払 法 人 税 等

再 保 険 貸

そ の 他 負 債

保 険 契 約 準 備 金

価 格 変 動 準 備 金

リ ー ス 債 務

資 産 除 去 債 務

そ の 他 の 負 債

代 理 店 借

再 保 険 借

支 払 備 金

責 任 準 備 金

資 本 準 備 金

負 債 の 部 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

株 主 資 本 合 計

社 債

利 益 準 備 金

そ の 他 の 資 産

保 険 約 款 貸 付

純 資 産 の 部 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
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５．中間損益計算書

（単位：百万円）

平成２６年度 平成２７年度

中間会計期間 中間会計期間

平成２６年４月１日から 平成２７年４月１日から

平成２６年９月３０日まで 平成２７年９月３０日まで

金　額 金　額

710,190 700,346

498,975 650,876

（うち ） （ 498,084 ） （ 650,574 ）

207,598 28,019

（うち ） （ 18,831 ） （ 22,320 ）

（うち ） （ 41,730 ） （ - ）

（うち ） （ 1,584 ） （ 5,698 ）

（うち ） （ 145,451 ） （ - ）

3,617 21,451

（うち ） （ 2,113 ） （ 1,865 ）

（うち ） （ - ） （ 18,162 ）

699,467 669,895

303,687 394,097

（うち ） （ 25,294 ） （ 26,531 ）

（うち ） （ 30,103 ） （ 35,495 ）

（うち ） （ 78,120 ） （ 110,126 ）

（うち ） （ 152,870 ） （ 202,238 ）

（うち ） （ 1,316 ） （ 1,549 ）

353,623 -

353,623 -

3,954 225,254

（うち ） （ 0 ） （ 0 ）

（うち ） （ - ） （ 44,044 ）

（うち ） （ - ） （ 342 ）

（うち ） （ 165 ） （ 3 ）

（うち ） （ - ） （ 95,550 ）

33,624 44,511

4,579 6,031

10,723 30,451

836 802

4,895 8,424

△ 3,195 73

1,700 8,497法 人 税 等 合 計

9,886

特 別 勘 定 資 産 運 用 益

中 間 純 利 益

責 任 準 備 金 繰 入 額

法 人 税 等 調 整 額

資 産 運 用 費 用

29,649

事 業 費

金 融 派 生 商 品 費 用

特 別 損 失

　　　　　　　　　　　　期　別

　

科　目

保 険 料 等 収 入

資 産 運 用 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

有 価 証 券 売 却 損

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

21,151

税 引 前 中 間 純 利 益

8,186

法 人 税 及 び 住 民 税

経 常 収 益

有 価 証 券 売 却 益

そ の 他 経 常 費 用

保 険 料

特 別 勘 定 資 産 運 用 損

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

金 銭 の 信 託 運 用 益

支 払 利 息

年 金

支 払 備 金 戻 入 額

責 任 準 備 金 戻 入 額

金 銭 の 信 託 運 用 損

保 険 金

そ の 他 返 戻 金

給 付 金

保 険 金 等 支 払 金

解 約 返 戻 金
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６．中間株主資本等変動計算書

平成２６年度中間会計期間
（平成２６年４月１日から平成２６年９月３０日まで）　　 （単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等 純資産合計

資本金
株主資本

合計
資本準備金 資本剰余金

合計
利益準備金 その他利益

剰余金
利益剰余金

合計
繰越利益
剰余金

当期首残高 41,060 24,735 24,735 - 22,669 22,669 88,464 741 741 89,205

当中間期変動額           

剰余金の配当    399 △2,399 △1,999 △1,999   △1,999

中間純利益     8,186 8,186 8,186   8,186

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

       627 627 627

当中間期変動額合計    399 5,786 6,186 6,186 627 627 6,814

当中間期末残高 41,060 24,735 24,735 399 28,456 28,856 94,651 1,369 1,369 96,020

平成２７年度中間会計期間

（平成２７年４月１日から平成２７年９月３０日まで）　　 （単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等 純資産合計

資本金
株主資本

合計
資本準備金 資本剰余金

合計
利益準備金 その他利益

剰余金
利益剰余金

合計
繰越利益
剰余金

当期首残高 41,060 24,735 24,735 399 32,694 33,094 98,889 10,957 10,957 109,847

当中間期変動額           

剰余金の配当    439 △2,639 △2,199 △2,199   △2,199

中間純利益     21,151 21,151 21,151   21,151

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

       △3,618 △3,618 △3,618

当中間期変動額合計    439 18,511 18,951 18,951 △3,618 △3,618 15,332

当中間期末残高 41,060 24,735 24,735 839 51,205 52,045 117,840 7,339 7,339 125,180

利益剰余金

利益剰余金資本剰余金
その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

資本剰余金
その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計
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(中間貸借対照表関係)

１.

２.

３.

４.

５.

６.

７.

８.

　有形固定資産の減価償却は、それぞれ次の方法により年間見積額を期間により按分し
計上しております。
（１）有形固定資産（リース資産を除く）
　 　 定額法を採用しております。
（２）リース資産
      所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　 　   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　無形固定資産の減価償却の方法
（１）ソフトウェア
　　  利用可能期間に基づく定額法によっております。
（２）リース資産
　　  リース期間に基づく定額法によっております。

貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上して
おります。

破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下｢破綻
先｣という)に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者(以下｢実質破綻先｣と
いう)に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除し、その残額を計上することとしております。また、現状、経営破綻の
状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下｢破綻懸
念先｣という)に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証によ
る回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要
と認める額を計上することとしております。上記以外の債権については、過去の一定期
間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上することとし
ております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該
部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上
記の引当を行うこととしております。ただし、上記の手続きにて査定した結果、当社の
債権について全額回収可能と判断しましたので、貸倒引当金を計上しておりません。

　価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定に基づき算出した額を計上しておりま
す。

平成２７年度中間会計期間末

従業員及び執行役員の賞与に充てるため、当中間期末における支給見込額を未払費用
に計上しております。

　外貨建資産・負債は９月末日の為替相場により円換算しております。

有価証券（買入金銭債権、金銭の信託において信託財産として運用している有価証券を
含む）はすべて時価のあるものであり、その評価は次のとおりであります。
（１）売買目的有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平均法）
（２）「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取
　　扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づく責任準備金
　　対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）
（３）その他有価証券については９月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算
　　定は移動平均法）によっております。
　　　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理して
　　おります。ただし、外貨建債券については、外国通貨による時価の変動に係る換算
　　差額を評価差額とし、それ以外の差額については、為替差損益として処理する方法
　　を採用しております。

　デリバティブ取引（金銭の信託において信託財産として運用しているデリバティブ取
引を含む）の評価は時価法によっております。
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９.

１０.

１１.

（単位：百万円）

預貯金
コールローン
買入金銭債権
金銭の信託

運用目的の金銭の信託
その他保有目的の金銭の信託

有価証券
売買目的有価証券

責任準備金対応債券
その他有価証券

貸付金
保険約款貸付

一般貸付
金融派生商品（注）

① 預貯金、コールローン及び買入金銭債権

② 金銭の信託

③　有価証券（金銭の信託において信託財産として運用している有価証券を含む）

④　貸付金

　　　

⑤ 金融派生商品

１２.

　９月末日の市場価格等によっております。また、投資信託は基準価額等によっ
ております。

　一般貸付は、貸付金の種類及び期間、信用リスクを考慮した上で、その将来
キャッシュ・フローをスワップ金利等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした
利率で割り引くことにより、現在価値を算定しております。

　金融商品の時価の算定方法は、次のとおりであります。

24 24

　取引先金融機関から入手した価格によっております。

（注）金融派生商品によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正
　　味の債務となる項目については、（ ）で表示しております。

―

8,406 8,519 113
423 423 ―

930,310

76,196 76,196 ―

ヘッジ会計が適用されていないもの

　保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済
期限を設けておらず、返済見込み期間及び金利条件等から時価は帳簿価額と近似
しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。

　責任準備金は、保険業法第１１６条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金につ
いては次の方式により計算しております。
（１）標準責任準備金の対象契約については金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵省
　　告示第４８号）。
（２）標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式。ただし、特
　　別勘定にかかる保険料積立金については、保険業法施行規則第６９条第４項第３号
　　に定める方式。

96,463 ―

39,994

870,903

―

645,794

　主な金融資産にかかる貸借対照表価額、時価及びこれらの差額については、次のとお
りであります。

貸借対照表価額 時価

39,994

645,794 ―

―

54,661 54,661

96,463
差額

―

2,484,769

　金銭の信託内で実施しているデリバティブ取引は、取引先金融機関から入手し
た価格によっております。

―2,484,769
59,407

303,253 303,253

　消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表価額は52,153百万円であり
ます。

　預貯金、コールローン及び買入金銭債権はすべて短期であるため、時価は帳簿
価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係
る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、その他資産に計
上し５年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、当中間期に費用処理し
ております。
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１３.

１４.

１５.

１６.

１７. 会計上の変更

１８.

　担保に供されている資産の額は、預貯金9,800百万円、有価証券101百万円でありま
す。

　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更
　当社が属するＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループで定めるグループ会計方針におい
て有形固定資産の減価償却の方法が定額法に変更されたことに伴い、第１四半期会計期
間より、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法を定率法から定額法に変
更しております。この変更による当第２四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であ
ります。

　保険業法施行規則第７３条第３項において準用する同規則第７１条第１項に規定する
再保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額は133
百万円であり、同規則第７１条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準
備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は88,340百万円であります。

　保険業法第２５９条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当中間期末にお
ける当社の今後の負担見積額は4,026百万円であります。なお、当該負担金は拠出した年
度の事業費として処理しております。

　保険業法第１１８条に規定する特別勘定資産の額は2,489,721百万円であります。な
お、負債の額も同額であります。
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(中間損益計算書関係)

１.

２．

３．

４．

５．　利息及び配当金等収入の内訳は、以下のとおりであります。

６．

７．　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

　6百万円
177百万円

22,320百万円

　１株当たり中間純利益は1,607,382円69銭であります。なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

　　貸付金利息
　　その他利息配当金

計

平成２７年度中間会計期間

　支払備金戻入額の計算上、差し引かれた出再支払備金戻入額の金額は112百万円、責任準
備金戻入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額の金額は60,462百万円でありま
す。

　金銭の信託運用損には、評価損が56,209百万円含まれております。

　有価証券売却益の主な内訳は外国証券5,698百万円であります。

　　預貯金利息　　
　　有価証券利息・配当金　

29百万円
22,107百万円

　有価証券売却損の主な内訳は外国証券342百万円であります。

 

(中間株主資本等変動計算書関係)

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 （単位：株）
当期首 当中間期 当中間期 当中間期末
株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

発行済株式
普通株式 13,159 － － 13,159 

合計 13,159 － － 13,159 

２．配当金支払額
平成27年５月18日の取締役会において、以下のとおり決議しております。
　配当金の総額　　　　　2,199百万円
　１株当たり配当額 　 167,181円78銭
　基準日　　　　　 平成27年３月31日
　効力発生日  　　 平成27年５月26日

３．　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

平成２７年度中間会計期間

（注）上記の配当金支払額には、当社の親会社であるＭＳ＆ＡＤインシュアランスグル
　　ープホールディングス株式会社が行う経営管理の対価に相当する金額199百万円が
　　含まれております。
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７．経常利益等の明細（基礎利益）

（単位：百万円）

平成２６年度 平成２７年度

第２四半期（上半期） 第２四半期（上半期）

7,413 28,264

27,825 136,895

金銭の信託運用益 26,241 -

売買目的有価証券運用益 - -

有価証券売却益 1,584 5,698

金融派生商品収益 - -

為替差益 - -

その他キャピタル収益 - 131,196

17,548 138,279

金銭の信託運用損 - 52,723

売買目的有価証券運用損 - -

有価証券売却損 - 342

有価証券評価損 - -

金融派生商品費用 165 3

為替差損 3,649 85,211

その他キャピタル費用 13,732 -

10,277 △ 1,384

17,691 26,880

- 3,570

再保険収入 - -

危険準備金戻入額 - 3,570

個別貸倒引当金戻入額 - -

その他臨時収益 - -

6,968 -

再保険料 - -

危険準備金繰入額 6,968 -

個別貸倒引当金繰入額 - -

特定海外債権引当勘定繰入額 - -

貸付金償却 - -

その他臨時費用 - -

△ 6,968 3,570

10,723 30,451

（注）１．基礎利益には、次の金額が含まれております。

平成２６年度 平成２７年度

第２四半期 第２四半期

（上半期） （上半期）

金銭の信託運用益のうちインカムゲイン部分 15,489 8,678

定額商品の負債にかかる評価部分調整額 13,732 △ 131,196

２．その他キャピタル収益には、次の金額が含まれております。

平成２６年度 平成２７年度

第２四半期 第２四半期

（上半期） （上半期）

定額商品の負債にかかる評価部分調整額 - 131,196

３．その他キャピタル費用には、次の金額が含まれております。

平成２６年度 平成２７年度

第２四半期 第２四半期

（上半期） （上半期）

定額商品の負債にかかる評価部分調整額 13,732 -

臨時損益　　　　　 　　　　　  Ｃ

経常利益　　　　 　　  Ａ＋Ｂ＋Ｃ

キャピタル損益　　　　　　　　 Ｂ

キャピタル損益含み基礎利益 Ａ＋Ｂ

臨時収益

臨時費用

基礎利益　　　           　　　Ａ

キャピタル収益

キャピタル費用
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８．債務者区分による債権の状況

（単位：百万円、％）

平成２７年度

第２四半期（上半期）末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 - -

危険債権 - -

要管理債権 - -

- -

（　　　　-　） （　　　　-　）

60,008 61,848

60,008 61,848

（注）１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始の申

　　　　　立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

　　　２．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、

　　　　　契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。

　　　３．要管理債権とは、３カ月以上延滞貸付金及び条件緩和貸付金です。なお、３カ月以上延滞貸付金

　　　　　とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸付金（注１及び

          ２に掲げる債権を除く。）、条件緩和貸付金とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的

　　　　　として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる

　　　　　取決めを行った貸付金 （注１及び２に掲げる債権並びに３カ月以上延滞貸付金を除く。）です。

　　　４．正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注１から３までに

　　　　　掲げる債権以外のものに区分される債権です。

９．リスク管理債権の状況

該当ありません。

区　　　　分 平成２６年度末

小計

（対合計比）

　正常債権

合計
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１０．ソルベンシー・マージン比率

（単位：百万円）

平成２７年度

第２四半期

（上半期）末

323,085 408,834
資本金等 96,689 117,840
価格変動準備金 41,766 42,567
危険準備金 71,170 67,599
一般貸倒引当金 - -
その他有価証券の評価差額×９０％（マイナスの場合１００％） 13,861 9,283
土地の含み損益×８５％（マイナスの場合１００％） - -
全期チルメル式責任準備金相当額超過額 87,411 150,779
負債性資本調達手段等 - -

全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手段等のうち、

マージンに算入されない額
- -

持込資本金等 - -
控除項目 - -
その他 12,186 20,763

保険リスク相当額　　　　　　　　Ｒ1 36 49
第三分野保険の保険リスク相当額　Ｒ8 10 8
予定利率リスク相当額　　　　　　Ｒ2 31,165 30,928
最低保証リスク相当額　　　　　　Ｒ7 6,259 5,093
資産運用リスク相当額　　　　　　Ｒ3 34,585 39,993
経営管理リスク相当額　　　　　　Ｒ4 1,441 1,521

（注）１．上記は、保険業法施行規則第８６条、第８７条及び平成８年大蔵省告示第５０号の規定に基づいて算出し

　　　２．最低保証リスク相当額の算出に関しては、標準的方式を用いております。

＜参考＞実質資産負債差額 （単位：百万円）

平成２７年度

第２四半期

（上半期）末

4,761,640 4,726,870

4,347,393 4,278,359

414,247 448,510

（注）上記は、保険業法第１３２条第２項に規定する区分等を定める命令及び平成１１年金融監督庁・大蔵省告示

　　　第２号の規定に基づいて算出しております。

(２)負債の部に計上されるべき金額の

    合計額を基礎として計算した金額

実質資産負債差額　(１)-(２)

1,054.5%

77,536

ソルベンシー・マージン比率

項　　目 平成２６年度末

(１)資産の部に計上されるべき金額の合計額

　　　　　ています。

項　　　目 平成２６年度末

ソルベンシー・マージン総額　（Ａ）

879.7%

リスクの合計額

                                                           　（Ｂ）
73,451

4
2

732
2

81 )()( RRRRRR +++++

（𝐴）
1/2 × （𝐵）

×100
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１１．特別勘定の状況

（１）特別勘定資産残高の状況

（単位：百万円）

個 人 変 額 保 険

個 人 変 額 年 金 保 険

団 体 年 金 保 険

特 別 勘 定 計

（２）保有契約高

　　　・個人変額保険 （単位：千件、百万円）

件　数 金　額 件　数 金　額

変額保険（有期型） - - - -

変額保険（終身型） 34 252,309 63 412,400

合　　　　計 34 252,309 63 412,400

　　　・個人変額年金保険 （単位：千件、百万円）

件　数 金　額 件　数 金　額

個 人 変 額 年 金 保 険 263 2,369,719 255 2,123,610

合　　　　計 263 2,369,719 255 2,123,610

１２．保険会社及びその子会社等の状況

該当ありません。

平成２７年度

第２四半期（上半期）末

237,356

2,382,993

-

2,620,349

370,615

2,119,105

-

2,489,721

区　　分

区　　分

平成２６年度末
平成２７年度

第２四半期（上半期）末

平成２７年度

第２四半期（上半期）末
平成２６年度末

区　　分
平成２６年度末

 
 
 
 
 
 


